
平成２９年度当初予算案
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府民生活部

ページ 事　　業　　名

府民生活 1 犯罪被害者等支援活動推進費
安 心 ・ 安 全
ま ち づ く り 推 進 課

2 防犯まちづくり推進事業費
安 心 ・ 安 全
ま ち づ く り 推 進 課

3 あすのＫｙｏｔｏ・地域創生府民会議活動推進費 府 民 力 推 進 課

4 自転車安全利用推進費
安 心 ・ 安 全
ま ち づ く り 推 進 課

5 ドメスティック・バイオレンス対策事業費 男 女 共 同 参 画 課

6 女性活躍障壁打破事業費 男 女 共 同 参 画 課

7 京都ウィメンズベース事業費 男 女 共 同 参 画 課

8 マザーズジョブカフェ推進費 男 女 共 同 参 画 課

共通 9 脱ひきこもり支援事業費 共 通

府民生活 10 青少年再チャレンジ支援事業費 青 少 年 課

11 京都府子ども議会開催費 青 少 年 課

12 地域力再生プロジェクト推進費 府 民 力 推 進 課

13 NPO活動支援融資事業費 府 民 力 推 進 課

14 「公共員」配置推進費 府 民 力 推 進 課

共通 15 防災基盤特別強化事業費 共 通

府民生活 16 原子力防災対策事業費 原 子 力 防 災 課

17 総合防災訓練等実施事業費 災 害 対 策 課

18 避難者支援事業費 原 子 力 防 災 課

19 マルチハザード情報活用促進事業費 防 災 消 防 企 画 課

20 地域防災力強化事業費 防 災 消 防 企 画 課

21 わがまちの消防団強化・応援事業費 防 災 消 防 企 画 課

22 消費者あんしんサポート事業費
消 費 生 活
安 全 セ ン タ ー
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

警 察 本 部

事 業 名 犯罪被害者等支援活動推進費

予 算 額 ８，５００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

犯罪被害者支援コーディネーター及びサポートチームの活動や、(公

社)京都犯罪被害者支援センターにおける相談・支援体制の充実、身

事業内容 体犯被害者の診断書料助成などを行い、総合的な被害者支援を図る

目 的 ２ 内 容

対 象

方法等 所 管 事 業 概 要

府民生活部 ▼社会復帰までのトータルなサポートを行う「犯罪

安心・安全まち 被害者サポートチーム」の設置と「コーディネー

づくり推進課 ター」の配置

▼（公社）京都犯罪被害者支援センター及び同ほく

ぶ相談室に対する支援

フリーダイヤルによる電話相談

臨床心理士によるカウンセリング

▼中高生等を対象に「いのちを考える教室」の開催

など

警 察 本 部 ▼傷害など身体犯被害者への診断書料等の助成

警 務 課

▼被害直後の一時避難場所の確保等

担当課・ 安心・安全まちづくり推進課 企画担当 課・担当 075-414-5079

担当名 警 察 本 部 警 務 課 犯罪被害者支援室 電話番号 075-451-9111(内線 2670)
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 防犯まちづくり推進事業費

予 算 額 １８，８００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

地域防犯活動の拠点「府民協働防犯ステーション」や地域を守る

事業内容 子ども見守り隊の活動支援などにより地域防犯力の向上を図る

目 的 ２ 内 容

対 象 （１）地域における防犯活動の推進

方法等 ・府民協働防犯ステーションの活動支援

・企業の地域防犯活動への参画

・子ども・地域安全見守り隊支援

・ビューティフル・ウィンドウズ運動※

・地域安全マップづくり

・「ヒヤリ・ハット情報」活用システム運用

※ビューティフル・ウィンドウズ運動

まち全体をきれいにすることにより犯罪の起こりにくい環境

づくりを行う活動

（２）人材育成

・ステーション活動のリーダーとなるコーディネーター

の育成

（３）府域全体への防犯意識向上

・「府民防犯の日」等普及啓発事業 等

担当課・
安心・安全まちづくり推進課 企画担当

課・担当
075-414-5079

担当名 電話番号
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 あすのＫｙｏｔｏ・地域創生府民会議活動推進費

予 算 額 １２，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣旨・目的
「きょうと地域創生府民会議」が地域創生を盛り上げるために実
施する「あすのKyoto・地域創生フェスタ」の開催支援や、企業の社

事業内容 会貢献活動と地域活動団体との連携を図るプロボノ派遣事業などに
より、地域創生の取組を支援

目 的

２ 内 容
対 象

項 目 内 容
方法等

地域創生関連
▲

府民会議参画団体が実施するセミナー等を
イベントへの 「地域創生」協賛事業として助成
支援

▲

市町村が実施するイベントにおいて、地域創
生に取り組む著名人等の派遣・招聘を支援

あすのKyoto

▲

府内全体で地域創生を盛り上げるイベントの
・地域創生フェ 開催
スタ開催支援 （主催：きょうと地域創生府民会議）

プロボノ派遣

▲

地域活動団体による地域創生の取組を支援す
による支援 るため、府民会議参画団体等から専門知識や

能力を有する人材をプロボノとして派遣

「きょうと地域創生府民会議」（会長：京都府知事）

（目 的）

・人と人がつながった温かい地域社会を形成して京都の新しい魅力

や価値を創造する活動及び広く府民参加で行われる活動を推進す

ることを目的に設置された団体

（参画団体）

・約４６０団体

学校関係、社会教育関係、体育関係、社会福祉関係、環境・保

健衛生関係、商工業関係、農林水産関係、労働関係、文化芸術

関係、交通関係、行政関係、報道関係、ライオンズクラブ、

ロータリークラブ、歩く団体、各市町村関係団体

担当課・ 府民力推進課 協働推進担当 課・担当 075-414-4211
担当名 地域力再生担当 電話番号 075-414-4453
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 自転車安全利用推進費

予 算 額 ２，０００千円 新規・継続の別 継続（一部新規）

１ 趣旨・目的

自転車事故の減少を図るため、自転車安全指導員の派遣制度

事業内容 の創設など、交通安全教育を強化するとともに、自転車保険の

加入を促進

目 的

対 象 ２ 内 容

方法等 （１）自転車安全指導員養成事業（一部新規）

・自転車安全指導員派遣制度を創設し、スケアードスト

レイトを取り入れた実践型の自転車教育を実施

（２）自転車安全利用推進員講習の実施

・自転車安全利用推進員を養成し、地域における継続的な

安全利用啓発を促進

（３）自転車保険への加入促進

・自転車利用者の損害賠償責任保険等加入促進連絡会議の

運営

・損害保険代理業協会等とタイアップした自転車保険加入

促進キャンペーンの実施

担当課・
安心・安全まちづくり推進課 企画担当

課・担当
075-414-5079

担当名 電話番号
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部
健 康 福 祉 部

事 業 名 ドメスティック・バイオレンス対策事業費

予 算 額 １５，３７４千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣旨・目的
家庭支援総合センター（配偶者暴力相談支援センター）を中心に市町村や関係機関

の連携、協力のもと被害者の相談、保護、自立支援等を実施

事業内容
２ 内 容

目 的
区 分 内 容 所 管

対 象
í ＤＶ相談支援センターの運営（府南部・北部）

方法等 í ＤＶ専用電話相談の実施
相 談 窓 口 í 夜間・休日相談の窓口設置 家 庭 支 援 課

í 婦人相談員の配置・研修（二次被害防止）
í 市町村相談員等に対する研修
í 法律相談窓口の設置

専門的指導の確保 í 心理療法士によるカウンセリング 家 庭 支 援 課

í 一時保護委託先の確保
一 時 保 護 機 能 í 保育士の配置 家 庭 支 援 課

í 同伴児童への学習支援
í 民間シェルターと連携・協力した被害者支援
í 同伴児童に対するオリエンテーションの実施

í 自立支援グループワークの実施 男女共同参画課

被害者の自立支援 í 通訳の派遣（外国人被害者への対応）
í 診断書料の給付（保護命令申立て、就職時の健康 家 庭 支 援 課
診断等）

í 被害者の地域生活を支援する｢地域生活サポーター｣
の養成・活用

í 配偶者等からの暴力に関するネットワーク京都会議
協 力 機 関 の の運営 男女共同参画課
連 携 ・ 協 力 í 生活保護等の円滑な適用 家 庭 支 援 課

í ＤＶ相談支援センター機能の広報啓発

啓 発 í ＤＶ啓発カードの作成・設置 男女共同参画課
í 啓発講座

担当課・ 男 女 共同参画課 企 画 ・ 推 進 担 当 課・担当 075-414-4291
担当名 家 庭 支 援 課 家 庭 福 祉 担 当 電話番号 075-414-4582
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

健 康 福 祉 部

事業名 女性活躍障壁打破事業費

予算額 ２６３，７２６千円 新規・継続の別 継続（一部新規）

１ 趣旨・目的
女性の活躍を妨げる３つの壁（意識、職場、地域）を打破するため、意

識改革や人材育成、職場環境づくり等を支援

事 業 ２ 内 容
内 容

目 的

対 象

方法等

担当課 男女共同参画課 企 画 ・ 推 進 担 当 課・担当 075-414-4291

・ 女性活躍･ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進担当 075-744-6700

担当名 子 育 て 政 策 課 母子保健・子育て支援担当 電話番号 075-414-4591

家 庭 支 援 課 母 子 ・ 父 子 担 当 075-414-4584

医 療 課 医 療 人 材 確 保 担 当 075-414-4716

府民生活－６

内　　容

「意識の壁」の打破

【新規】「アカデミー」開設 (7,320千円)

「職場の壁」の打破

京都ウィメンズベース事業費
（上記以外） (16,430千円)

輝く女性応援補助事業費
【拡充】職場の取組支援 (25,000千円)

病児保育整備促進事業費
【拡充】 (109,166千円)

女性医師等就労支援事業費
【新規】 (3,500千円)

マザーズジョブカフェ推進費
(91,560千円)

「地域の壁」の打破

輝く地域女性活躍推進事業費
【新規】 (5,750千円)

輝く女性応援補助事業費
（地域の取組支援） (5,000千円)

働く女性等を支援するため、病児保育の
開設に係る施設整備費や運営費を支援
（６市町が新たに実施）

子育 て政 策課

オール京都体制で運営する女性活躍支援
拠点｢京都ウィメンズベース｣を中心に、企
業における女性の活躍とワーク･ライフ･バ
ランスの推進を支援

男女共同参画課

職場で女性が輝くためのアイデアを広く
募集･選考の上、取組を支援

男女共同参画課

地域で女性が輝くためのアイデアを広く
募集･選考の上、取組を支援

男女共同参画課

子育て中の女性医師が緊急時の呼び出し
等に対応できるよう、保育サポートの取
組を支援

医 療 課

子育てしながら働きたい女性やひとり親
家庭の方などのニーズに応じて、就業と
子育てをワンストップで支援

男女共同参画課
家 庭 支 援 課

｢輝く女性応援京都会議｣の地域会議を府
内６箇所に新設し、地域における女性活
躍支援体制を構築

男女共同参画課

｢京都ウィメンズベースアカデミー｣を開設
し、経営トップの意識改革講座や女性社
員が中心となり女性活躍施策を立案・実
践する｢ラボ事業｣を実施

男女共同参画課

所　管

京都ウィメンズベース事業費

項　　目



平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 京都ウィメンズベース事業費

予 算 額 ２３，７５０千円 新規・継続の別 継続（一部新規）

１ 趣旨・目的

オール京都体制で運営する女性活躍支援拠点「京都ウィメンズベース」

を中心に、企業における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進を

支援

事業内容

２ 内 容
目 的

対 象 項 目 内 容

方法等

行動計画策定支援
▲

女性活躍応援マネージャー等が、中小企業の事業主

行動計画の策定及び計画実現のため、企業訪問等によ

る支援を実施

ワーク・ライフ・

▲

社会保険労務士等の企業訪問による、仕事と子育て

バランス推進 ・介護等との両立を含めた、多様な働き方の導入に関

する相談・研修・制度整備等の支援

▲

ワーク・ライフ・バランスに積極的に取り組む「京

都モデル」ワーク・ライフ・バランス推進宣言・認証

企業が出展する企業合同説明会の開催

京都ウィメンズ

▲

経営者や管理職層等を対象とした意識改革及び女性

ベースアカデミー 社員を対象とした人材育成のための研修を実施

開設・運営

▲

女性社員が中心となり、テーマ別に女性活躍施策の

立案・実践を行うラボ(研究所)を創設

【新 規】

▲

女性社員に向けて、企業を超えたロールモデルやメ

ンターとの関係構築を支援

担当課・
男女共同参画課 女性活躍･ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進担当

課・担当
075-744-6700

担当名 電話番号

府民生活－７



平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

健 康 福 祉 部

事 業 名 マザーズジョブカフェ推進費

予 算 額 ９１，５６０ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

子育てしながら働きたい女性やひとり親家庭の方などのニーズに応じて、

就業と子育てをワンストップで支援する「マザーズジョブカフェ」を運営

事業内容 ２ 内 容

項 目 内 容 所 管

目 的 窓口機能

対 象
総 合 受 付 ・一人ひとりの事情に応じる総合窓口 男女共同参画課

（保育情報提供含む） 機能と保育に関する相談・情報提供等

方法等 女 性 再就 職支 援 ・女性が安心して再就職又は新たに 男女共同参画課

コーナー 就職するための就業支援

ひとり親自立支援 ・ひとり親家庭の方の福祉相談及び 家 庭 支 援 課

コーナー 就業相談

安心ゆりかごサポート ・就職活動中で保育を必要とされる方 男女共同参画課

への一時保育

北京都ジョブパーク ・北京都ジョブパーク(福知山市)内で 男女共同参画課

マザーズジョブカフェ 就業や保育相談等に加え、舞鶴・綾 家 庭 支 援 課

部・京丹後・宮津地域等での巡回相談

再就職支援機能

ママ再就職フェア ・仕事と子育ての両立が可能な企業の 男女共同参画課

出展による就職説明会等の開催

女性再就職支援事業 ・再就職へ向けた、仕事と子育ての 男女共同参画課

両立に役立つ情報の提供やパソコン

講座

担当課・ 男女共同参画課 女性活躍･ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進担当 課・担当 075-744-6701

担当名 家 庭 支 援 課 母 子 ・ 父 子 担 当 電話番号 075-414-4584

府民生活－８



平成２９年度当初予算案主要事項説明
共 通

事 業 名 脱ひきこもり支援事業費

予 算 額 １２１，０２８千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨・目的

「脱ひきこもり支援センター」を立ち上げ、ひきこもりの実態調査から社会適応、

自立までを一体的に支援

事業内容 ２ 内 容

目 的 項 目 内 容 所 管

対 象 実態調査 ・民生児童委員や民間支援団体を通じたひきこもりの 青 少 年 課

(6,690千円) 実態調査

方法等 ・訪問応援チーム「チーム絆」による学校との連携強化

・ひきこもり支援情報ポータルサイトの運営

・青少年の社会的ひきこもり支援ネットワーク連絡会議

の運営

社会適応支援 ・チーム絆による訪問・相談支援を行うとともに、 青 少 年 課

(71,258千円) 「早期支援特別班」を新設し、早期アプローチを実施

・個人の希望に応じた社会適応訓練を実施する団体への

補助事業を創設

・ひきこもり経験者によるアドバイス等の支援

・専門相談（電話、面接）、家族教室等を実施 障害者支援課

・府認定スクールが実施する、学校と連携した教育活動 学校教育課

へ助成

自立支援 ・職親の募集と認定を行い、就労体験活動を実施 青 少 年 課

(43,080千円) ・支援計画の策定と自立・就労支援

・日常生活・社会生活の自立、就労に必要な技能、能力 福祉･援護課

習得に向け「京都式生活・就労一体型支援事業」を実施

・「京都府若者の就職等の支援に関する条例」に基づき 労働・雇用

計画の認定を受けたＮＰＯ等法人団体が行う活動を支援 政 策 課

府 民 生 活 部 青 少 年 課 075-414-4305
担当課 健 康 福 祉 部 福 祉 ・ 援 護 課 課・担当 075-693-8243

障 害 者 支 援 課 075-414-4732
商工労働観光部 労働・雇用政策課 電話番号 075-414-5085
教 育 委 員 会 学 校 教 育 課 075-414-5831
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府民生活部・教育委員会・警察本部

事 業 名 青少年再チャレンジ支援事業費

予 算 額 １６３，８０８千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

非行少年の立ち直り支援や少年非行抑止を図るため、関係機関と一体と

なって総合的に少年非行対策を実施

事業内容

２ 内 容

目 的

項 目 内 容 所 管

対 象

非行少年等立ち直 ・立ち直り支援チーム（ユース・アシスト） 青 少 年 課

方法等 り支援事業費 が関係機関と連携し、少年一人ひとりに

(25,527千円） 適した就学・就労等の寄り添い型支援プロ

グラムを実施

・地域の民間団体と協働し、少年の学習支援

や体験活動を行う「居場所」（ユース・コミュニ

ティ）の設置・運営

少年非行防止対策 ・まなび・生活アドバイザーの配置 学校教育課

事業費等 ・生徒指導緊急指導教員の配置 生活安全企画課

(22,948千円） ・事業者・住民・行政との協働による万引や

自転車盗等の抑止活動等を推進

・サイバー補導等の実施

少年非行抑止 ・児童・生徒の非行や犯罪被害の未然防止、 少 年 課

ネットワーク事業費 非行からの立ち直り等の支援を行うための

(115,333千円） スクールサポーターの配置

青 少 年 課 指導担当（立ち直り支援チーム） 075-531-6507
担当課 教育委員会 学校教育課 指導第２担当 課・担当 075-414-5840
・ 警 察 本 部 生活安全企画課 犯罪抑止対策室 075-451-9111(内線3411)

担当名 少 年 課 少年サポートセンター 電話番号 075-451-9111(内線713-580)
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 京都府子ども議会開催費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 継続（隔年）

１ 趣旨・目的

次代を担う子どもたちが京都府の議会や行政に対する関心、理解を

事 業 内 容 深めるとともに、社会に参加する意識を育むため、「京都府子ども議会」

を開催

目 的

対 象 ２ 内 容

方法等

開催時期 平成２９年８月（予定）

主 催 京都府､京都府議会、京都府教育委員会､

公益社団法人京都府青少年育成協会

対 象 府内の小学５、６年生

人 数 ６０名程度

募 集 等 公募により選考

（学校を通じて募集チラシを配布）

そ の 他 質問、提案づくりのためのワークショップを実施

担当課・
青少年課 企画・育成担当

課・担当
075-414-4301

担当名 電話番号
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

商工労働観光部

事 業 名 地域力再生プロジェクト推進費

予 算 額 ３３２，３０５千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

府民の総活躍に向けて、地域課題の解決や新たな地域の魅力づくりの

ために多様な主体が自主的に取り組む活動を支援し、地域力再生活動の

事業内容 府内全域での活発化を図る

２ 内 容

目 的 項 目 内 容 所 管

対 象 ○市町村未来
▲

多様な地域力再生活動の特性に応じた 府民力推進課

づくり交付金 きめ細やかな支援 地域力ビジネス課
方法等 （地域力再生交付金）

（300,000千円） ※ 多様な地域力再生活動の立ち上げや継続の

ほか、地域力ビジネスの取組や京都移住コン

シェルジュ等と連携した移住促進の取組を支

援

○公共空間活

▲

地域の多様な主体が地域活性化事業を 府民力推進課

用推進事業 行うための「公共空間(道路や河川等）」
（10,000千円） を整備（地域普請）

○地域力再生

▲

パートナーシップセンターに協働コーディ 府民力推進課

支 援 事 業 ネーターを配置し、多様な主体による協

（22,305千円） 働活動を支援

▲

ボランティア希望者と活動団体を結び
つける「地域力応援団」を運営

担当課・ 府 民 力 推 進 課 地 域 力 再 生 担 当 課・担当 075-414-4452

担当名 地域力ビジネス課 地域力ビジネス支援担当 電話番号 075-414-4865
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 ＮＰＯ活動支援融資事業費

予 算 額 ２，０６８千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

地域の課題解決など公益活動に取り組むＮＰＯ法人の活動

資金を融資することで、ＮＰＯ法人が安定的かつ発展的に活動

事業内容 を継続できるよう支援

目 的

対 象 ２ 内 容

方法等 （１）京都府・京都市協調で事業を実施

利子補給負担 京都市内分 府１／２ 京都市１／２

そ の 他 府１０／１０

（２）制度概要

「京都府府民の力応援基金」を活用したＮＰＯ法人向け

融資「きょうとＮＰＯ支援連携融資制度」を京都市及び公益

財団法人京都地域創造基金、金融機関との協働により実施

融 資 融資 利 率 公益審査

限度額 期間 利子補給 (相談窓口)

300万円まで (公財)京都地域創

500 5年 2％（実質無利子） 造基金

万円 以内 2%

300～500万円

1％(実質1％)

担当課・担当名 府民力推進課 協働推進担当 課・担当 電話番号 075-414-4211
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

政 策 企 画 部

府 民 生 活 部

農 林 水 産 部

事 業 名 「公共員」配置推進費

予 算 額 ３７，４５０千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

地域に居住し、地域課題解決のための公共的役割を担う「公共員」

を配置

２ 事業概要

事業内容

目 的

対 象

方法等

担当課・
計画 推進 課 計画・地域担当 課・担当 075-414-4538

担当名
府民力推進課 地域力再生担当 電話番号 075-414-4452
農村振 興課 地域活性化担当 075-414-4906

府民生活－１４

名　称
（所属）

実　施
手　法

配　置
期　間

配置数

▼ ▼ ▼

▼ ▼
▼

▼

高齢者の見守り等
地域住民の生活支
援　　など

地域の人材、資源
等を組み合わせた
協働事業の実施
など

目標・行動計画・グ
ループづくりのため
の委員会の開催

　「コミュニティ・
コンビニ」（小さな
拠点の京都モデル）
において、地域と企
業が連携して行う持
続可能なサービスの
構築や運営を担う

目　的

業　務
内　容
（例）

地域と企業の連携
をつくり、地域生
活に資する新サー
ビスの構築・運営
など

ワークショップの
開催

府が公募の上、直接雇用（非常勤職員）し、現地に配置

３年から５年を想定

新規２名 継続２名 12名(新規２名 継続10名) ４名

　地域に居住し、
じっくりと長期的に
地域の維持・発展を
サポートする人材を
増員配置し、京都農
村再生運動を推進

　地域に定着して多
様な主体と協働しな
がら特定の地域課題
に対する解決策の創
出と推進をマネジメ
ント

里の公共員
（農村振興課）

まちの公共員
（府民力推進課）

コミュニティ･
コンビニ公共員
（計画推進課）

地域の魅力ある資
源の活用

農林水産業等地場
産業の振興



平成２９年度当初予算案主要事項説明

共 通

事 業 名 防災基盤特別強化事業費

予 算 額 ２８，４９２，００３千円 新規・継続の別
継 続

（一部新規）

１ 趣旨・目的
頻発する集中豪雨や南海トラフ地震等に備え、総合的な治水対策や

耐震化対策など必要な防災・減災対策を強化

２ 内 容
事 業 内 容 （１）災害緊急治水対策（16,799,682千円）

平成26年8月豪雨災害等、3年連続して甚大な被害を受けたことを踏ま
目 的 え、河川の改修を始めとした、「流す」、「貯める」、「備える」の総合的な治水

対策の実施
対 象 ①「流す」対策 （担当課：監理課）

＜河 川＞鴨川（京都市）、四宮川（京都市）、弘法川・法川（福知山市）、
方法等 古川（城陽市）、桂川（亀岡市）、福田川（京丹後市） ほか

②「貯める」対策
＜下 水＞いろは呑龍トンネル（京都市、向日市、長岡京市）

（担当課：環境総務課）
＜ため池＞大石ヶ谷（南丹市） ほか （担当課：農政課）
＜治 山＞室・堀森垣（福知山市） ほか （担当課：農政課）
③「備える」対策
防災情報共有化対策費 （担当課：監理課）
マルチハザード情報活用促進事業費 （担当課：防災消防企画課）

（２）地震対策（4,892,207千円）（担当課：監理課）
新たに緊急輸送道路沿道建築物の耐震化支援を実施するなど、耐震

化対策の重点実施

（３）土砂災害対策（3,309,446千円）（担当課：監理課）
＜砂 防＞西笠取地区（宇治市）、シブラ谷川（福知山市） ほか

（４）原子力災害対策（1,437,419千円）（担当課：原子力防災課）
要配慮者搬送車両、避難路の整備など、原子力災害発生時における

避難体制の強化

（５）その他（2,053,249千円) （担当課：災害対策課）
総合防災訓練の実施や備蓄物資の充実、災害ボランティアセンター運

営、土木施設の災害復旧等

知事直轄組織 国 際 課 ０７５－４１４－４３１１
府民生活部 防災消防企画課 ０７５－４１４－４４６６

災 害 対 策 課 ０７５－４１４－４４７２
担当課名 原子 力 防災 課 課・担当 ０７５－４１４－４４７３

文化ｽﾎﾟｰﾂ部 文化ｽﾎﾟｰﾂ総務課 電話番号 ０７５－４１４－４１８３
環 境 部 環 境 総 務 課 ０７５－４１４－４７０３
健康福祉部 健康福祉総務課 ０７５－４１４－４６８７
商工労働観光部 観 光 振 興 課 ０７５－４１４－４８４１
農林水産部 農 政 課 ０７５－４１４－４９４８
建設交通部 監 理 課 ０７５－４１４－５１７３
教育委員会 総 務 企 画 課 ０７５－４１４－５７０８
警 察 本 部 会 計 課 ０７５－４５１－９１１１（内2265）

共 通－１５



平成２９年度当初予算案主要事項説明

府民生活部・環境部・健康福祉部・警察本部

事 業 名 原子力防災対策事業費

予 算 額 １，４３７，４１９千円 新規 ・継続の別
継 続

（一部新規）

１ 趣旨・目的

原子力発電施設の周辺地域住民の安全確保のため、要配慮者搬送車両、

避難路の整備など、原子力災害発生時における避難体制の強化を図る

事業内容

２ 内 容

目 的 事 項 事 業 概 要 所 管

対 象 要配慮者避難体制 ・要配慮者搬送用車両の整備 原子力防災課

方法等 整備事業

（15,000千円）

避難路整備事業 ・原子力災害発生時における重点避難路線等に

（238,000千円） ついて地元市と一体となり整備を実施（拡充）

避難退域時検査等 ・車両除染プール、排水ポンプ整備（新規）

強化事業 ・夜間照明整備（新規） 等

（5,000千円）

原子力災害拠点病院 ・被ばく傷病者等に専門的医療を提供する原子 医 療 課

施設整備事業 力災害拠点病院に除染室を整備（新規）

（12,298千円）

緊急時モニタリング ・原子力災害による放射線影響評価のための大 環境管理課

対策大気モニタ等整 気モニタ、ヨウ素サンプラの整備

備事業

（717,423千円）

その他 ・原子力防災訓練（関西広域連合、他府県、市 原子力防災課

（449,698千円） 町村と連携した広域避難訓練等） 環境管理課

・統合原子力防災ネットワーク機器（テレビ会議 医 療 課

システム、衛星携帯電話）等維持管理 警備第一課

・放射線の環境モニタリング、測定機器の整備等

・放射線検査施設維持管理、安定ヨウ素剤更新等

担当課
原 子 力 防 災課 原 子 力 担 当

課・担当
075-414-4473

・
環 境 管 理 課 大 気 担 当 075-414-4709

担当名
医 療 課 地域医療担当

電話番号
075-414-4744

警 察 本 部 警 備 第 一 課 075-451-9111
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 総合防災訓練等実施事業費

予 算 額 ５，９００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

防災関係機関の連携強化や府民防災意識の高揚を図るため、

事業内容 地震や水害等を想定した訓練及び防災教育を実施

目 的 ２ 内 容

対 象 （１）防災訓練等の実施

方法等 ・防災関係機関、住民、学校、企業等が参加する京都府

総合防災訓練の実施

・大規模広域災害発生時に後方支援活動の基地となる

広域防災活動拠点運用訓練の実施

（２）防災教育・啓発の実施

・防災講演会等普及啓発

・自主防災組織に対する研修 等

（３）災害ボランティアセンターの設置・運用研修等の開催

担当課 課・担当
・ 災 害 対 策 課 災 害 対 策 担 当 075-414-4472

担当名 防災・原子力安全課 電話番号

府民生活－１７



平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 避難者支援事業費

予 算 額 ６，９７９千円 新規・継続の別 継 続（一部新規）

１ 趣旨・目的

事 業 内 容 東日本大震災により府内へ避難中の方の生活安定を図るた

め、住居提供の継続や相談事業等を実施

目 的

対 象 ２ 内 容

方法等

（１）自主避難者の自立に向けた支援【新 規】

・戸別訪問相談の実施

・府営住宅等に入居中の方が無償入居期間（入居後６年間）

終了後に府内へ転居する際の費用を支援（上限５万円）

（２）避難者の生活安定のための支援

・府営住宅等の無償入居期間終了後も継続して同じ住居

に入居する場合の家賃の一部を支援（１/２・１年間）

【新 規】

・被災者への情報提供等

担当課 課・担当
・ 原子力防災課 原子力担当 075-414-4473

担当名 電話番号

府民生活－１８



平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 マルチハザード情報活用促進事業費

予 算 額 ６，５００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

事業内容 災害時に府民一人ひとりが自らの安全を確保する行動がとれる

よう、ハザード情報の活用について周知・啓発を実施

目 的

対 象

方法等

２ 内 容

マルチハザード情報活用指導員が、地域住民に対し、ハザード

情報を活用した地域の災害危険情報の把握や地域の防災マップ

作成等に関する講座を実施

※マルチハザード情報活用指導員

京都府マルチハザード情報提供システム（府内の浸水想定区域、土砂

災害警戒区域や避難所等の情報をGISに表示し、府民に提供するシステム）

の活用方法等を普及するため、所定の研修を修了した者

担当課 課・担当
・ 防災消防企画課 府民防災担当 075-414-4468

担当名 電話番号
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 地域防災力強化事業費

予 算 額 １０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨・目的

事業内容 「災害からの安全な京都づくり条例」に基づき、特定地域防

災協議会設置予定地域等の自主防災組織に対する実践的な防災

目 的 研修を実施するとともに、活動資機材の整備を支援

対 象

方法等 ２ 内 容

（１）防災研修の実施

・講習（災害危険情報の把握等）

・体験訓練（地震や火災時における避難等）

（２）資機材整備

・ヘルメット、安全靴、投光器、発電機等

担当課 課・担当
・ 防災消防企画課 府民防災担当 075-414-4468

担当名 電話番号

府民生活－２０



平成２９年度当初予算案主要事項説明

府 民 生 活 部

事 業 名 わがまちの消防団強化・応援事業費

予 算 額 １３２，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨・目的

消防団員確保等の消防団が実施する取組や、大学生消防防災サー

クルの活動を支援するとともに、中山間地域の救助救急力を高める

事業内容 「ふるさとレスキュー」の取組支援など、安心安全な地域づくりを

推進

目 的

対 象 ２ 内 容

方法等 （１）わがまちの消防団強化交付金

① 消防団の自主的な取組に対する支援

・事業主体：(公財)京都府消防協会

・対象事業：訓練、講習会、研修、啓発など

② 大学生消防防災サークル支援、女性団員新規登用や

拡充支援 など

（２）地域防災力総合支援事業補助金

消防団車輌の整備などに対する支援

・事業主体：市町村

・対象事業：多機能型消防車 など

（３）ふるさとレスキュー事業

中山間地域で、消防団員を中心にした救助救急力を高める取

組支援

・活動主体：ふるさとレスキューを構成する地域団体

・対象事業：救助・救護活動用資機材、講習会 など

担当課 課・担当
・ 防災消防企画課 府民防災担当 075-414-4468

担当名 電話番号
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

府民生活部・健康福祉部・農林水産部・建設交通部

事 業 名 消費者あんしんサポート事業費

予 算 額 １４８，６８８千円 新規・継続の別 継続（一部新規）

１ 趣旨・目的
様々な団体と連携した地域での消費者見守り活動の強化や消費生活

相談の迅速な解決に向けた市町村相談窓口の支援等により、府民の
安心・安全な消費生活を実現

事業内容
２ 内 容

目 的

項 目 事業概要 所管

対 象

消費者被害防止・高齢者対策

方法等

消費者被害防止対策 ・市町村見守りネットワークの活動支援 消費生活安全センター

事業 ・事業者や地域の多様な主体と連携した消

費者被害防止対策 等

市町村連携、消費者問題対応力向上

市町村相談センター ・｢ネット取引等あんしんチーム｣による市 消費生活安全センター

支援事業費等 町村相談のサポート

・地域別の被害分析や府全域のリアルタイ

ムな相談情報共有

・市町村相談員の設置等に対する助成

・近畿府県合同での調査・指導 等

消費者教育の推進

消費者教育推進事業 ・「京都府消費者教育推進計画」に基づく 消費生活安全センター

消費者教育の展開

相談・検査体制の整備等

きょうと｢食の安心・ ・食品の安心・安全を確保するための食品 食の安心・安全推進課

安全｣確保事業費等 検査や食品表示パトロール 生 活 衛 生 課

・無承認・無認可医薬品、健康食品等の販 薬 務 課

売店舗等の把握、監視指導 住 宅 課

・住宅に関する法律的・技術的な相談対応

消費生活安全センター 企画・啓発担当 075-671-0030

担当課 生 活 衛 生 課 食品衛生担当 課・担当 075-414-4773

・ 薬 務 課 指導・啓発担当 075-414-4786

担当名 食の安心・安全推進課 食の安全担当 電話番号 075-414-5654
住 宅 課 計 画 担 当 075-414-5361

府民生活－２２


